
グリーンイノベーション基金事業費助成金交付規程 新旧対照表   

                     新                      旧 

グリーンイノベーション基金事業費助成金交付規程 

  2021 年５月 24日 

  2021 年度規程第８号 

一部改正 2024年３月31日 2023年度規程第36号 

 

（目的） 

第１条 この規程は、国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機

構法（平成 14 年法律第 145 号。以下「機構法」という。）第 15 条第三号の

規定に基づき、国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（以

下「機構」という。）が行うグリーンイノベーション基金事業費助成金（以

下「助成金」という。）の交付業務の手続き等を定め、もってその業務の適

正な処理を図ることを目的とする。 

 

（適用） 

第２条 機構が行う助成金の交付は、補助金等に係る予算の執行の適正化

に関する法律（昭和 30 年法律第 179 号）、機構法、国立研究開発法人新

エネルギー・産業技術総合開発機構の業務運営、財務及び会計並びに人

事管理に関する省令（平成 15年経済産業省令第 120 号）、並びに産業技
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（目的） 

第１条 この規程は、国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構

法（平成 14 年法律第 145 号。以下「機構法」という。）第 15 条第三号の規

定に基づき、国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（以下

「機構」という。）が行うグリーンイノベーション基金事業費助成金（以下「助

成金」という。）の交付業務の手続き等を定め、もってその業務の適正な処

理を図ることを目的とする。 

 

（適用） 

第２条 機構が行う助成金の交付は、補助金等に係る予算の執行の適正化に

関する法律（昭和 30 年法律第 179 号）、機構法、国立研究開発法人新エ

ネルギー・産業技術総合開発機構の業務運営、財務及び会計並びに人事

管理に関する省令（平成 15 年経済産業省令第 120 号）、並びに産業技術



術実用化開発事業費補助金（グリーンイノベーション基金補助金）交付

要綱（20210311 財産第２号）及び産業技術実用化開発事業費補助金（グ

リーンイノベーション基金補助金）実施要領（20210311 財産第２号）又

は特定公募型研究開発費補助金（グリーンイノベーション基金補助金）

交付要綱（20230301 財産第２号）及び特定公募型研究開発費補助金（グ

リーンイノベーション基金補助金）実施要領（20230301 財産第２号）並

びにグリーンイノベーション基金事業の基本方針（以下「基本方針」と

いう。）、プロジェクト毎に担当省庁が別に定める研究開発・社会実装計

画（以下「研究開発・社会実装計画」という。）並びに国立研究開発法

人新エネルギー・産業技術総合開発機構新エネルギー・産業技術業務方

法書（15度新エネ総第 1001004 号）、グリーンイノベーション基金事業

の実施に関する規程（2020 年度規程第 39 号）及びグリーンイノベーシ

ョン基金の管理及び運用に関する機構達（2020 年度機構達第 22号）に

定められたものによるほか、この規程の定めるところによる。 

 

（定義） 

第３条 この規程で「助成事業」とは、プロジェクト毎に定めた研究開発・

社会実装計画に基づく野心的な 2030 年目標等達成を目指す研究開発（以

下「研究開発」という。）を行う事業（以下「2030 年目標等に係る助成事

業」という。）又は 2030 年目標等に係る助成事業後に開発成果の社会実装

に向けて取り組む事業（以下「インセンティブに係る助成事業」とい

実用化開発事業費補助金（グリーンイノベーション基金補助金）交付要

綱（20210311 財産第２号）及び産業技術実用化開発事業費補助金（グリ

ーンイノベーション基金補助金）実施要領（20210311 財産第２号）又は

特定公募型研究開発費補助金（グリーンイノベーション基金補助金）交

付要綱（20230301 財産第２号）及び特定公募型研究開発費補助金（グリ

ーンイノベーション基金補助金）実施要領（20230301 財産第２号）並び

にグリーンイノベーション基金事業の基本方針（以下「基本方針」とい

う。）、プロジェクト毎に担当省庁が別に定める研究開発・社会実装計画

（以下「研究開発・社会実装計画」という。）並びに国立研究開発法人新

エネルギー・産業技術総合開発機構新エネルギー・産業技術業務方法書

（15 度新エネ総第 1001004 号）、グリーンイノベーション基金事業の実施

に関する規程（2020 年度規程第 39号）及びグリーンイノベーション基金

の管理及び運用に関する機構達（2020 年度機構達第 22号）に定められた

ものによるほか、この規程の定めるところによる。 

 

（定義） 

第３条 この規程で「助成事業」とは、プロジェクト毎に定めた研究開発・社

会実装計画に基づく野心的な 2030 年目標達成を目指す研究開発（以下「研

究開発」という。）を行う事業（以下「2030 年目標に係る助成事業」とい

う。）又は 2030 年目標に係る助成事業後に開発成果の社会実装に向けて取

り組む事業（以下「インセンティブに係る助成事業」という。）をいう。 



う。）をいう。 

２ この規程で「助成事業者」とは、助成事業を実施する者をいう。 

 

（交付の対象） 

第４条 機構は、前条第１項に定める研究開発を行う者に対し、当該研究開

発に必要な費用の一部を助成する。 ただし、第 28 条に定める事項に該当

する者が行う事業に対しては、本助成金の交付対象としない。 

 

（交付に係る選定の基準）  

第５条 機構は、助成事業者の選定に当たっては、次に掲げる事項を基準と

して行う。 

 一～三（略） 

 

（助成対象費用等） 

第６条 助成の対象となる費用（以下「助成対象費用」という。）は、第４

条に規定する研究開発に必要な費用のうち、別記１に掲げるものの範囲

とする。  

２～３（略） 

 

（交付の申請）  

第７条 機構は、助成金の交付の申請をしようとする者（以下「申請者」と

 

２ この規程で「助成事業者」とは、助成事業を実施する者をいう。 

 

（交付の対象） 

第４条 機構は、前条第１項に定める研究開発を行う者に対し、当該研究開発

に必要な費用の一部を助成する。 ただし、第 26条に定める事項に該当す

る者が行う事業に対しては、本助成金の交付対象としない。 

 

（交付に係る選定の基準）  

第５条 機構は、助成事業者の選定に当たっては、次に掲げる事項を基準とし

て行う。 

一～三（略） 

 

（助成対象費用等） 

第６条 助成の対象となる費用（以下「助成対象費用」という。）は、第４条

に規定する研究開発に必要な費用のうち、別記１に掲げるものの範囲とす

る。  

２～３（略） 

 

（交付の申請）  

第７条 機構は、助成金の交付の申請をしようとする者（以下「申請者」とい



いう。）に対し、様式第１による助成金交付申請書（以下「交付申請書」

という。）を機構が別に定める期日までに提出させるものとする。 

２ 機構は、申請者が前項の助成金の交付の申請をするに当たって、当該助

成金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額（助成対象費用に

含まれる消費税及び地方消費税相当額のうち、消費税法（昭和 63 年法律

第 108 号）の規定により仕入れに係る消費税額として控除できる部分の

金額及び当該金額に地方税法（昭和 25年法律第 226 号）の規定による地

方消費税の税率を乗じて得た金額の合計額に補助率を乗じて得た金額を

いう。以下同じ。）を減額して行わせるものとする。ただし、申請時にお

いて当該消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額が明らかでないもの

については、この限りでない。 

 

（交付の決定等）  

第８条 機構は、前条の規定による交付申請書の提出があったときは、その

内容について審査を行うものとする。  

２～６（略） 

 

（交付に当たっての条件） 

第９条 機構は、助成金の交付を決定する場合において、次に掲げる事項に

つき条件を付するものとする。 

一～四（略） 

う。）に対し、様式第１による助成金交付申請書（以下「交付申請書」とい

う。）を機構が別に定める期日までに提出させるものとする。 
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れる消費税及び地方消費税相当額のうち、消費税法（昭和 63 年法律第 108

号）の規定により仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額及び

当該金額に地方税法（昭和 25年法律第 226 号）の規定による地方消費税の

税率を乗じて得た金額の合計額に補助率を乗じて得た金額をいう。以下同

じ。）を減額して行わせるものとする。ただし、申請時において当該消費税

及び地方消費税に係る仕入控除税額が明らかでないものについては、この

限りでない。 

 

（交付の決定等）  

第８条 機構は、前条の規定による交付申請書の提出があったときは、その内

容について審査を行うものとする。  

２～６（略） 

 

（交付に当たっての条件） 

第９条 機構は、助成金の交付を決定する場合において、次に掲げる事項につ

き条件を付するものとする。 

一～四（略） 



五 助成事業者は、助成事業の全部又は一部を第三者に委託し、又は第三

者と共同して実施してはならないこと。ただし、助成事業の一部につい

て、第三者と委託又は共同で実施することを交付申請書に記載し、機構

が認めた場合はこの限りでない。また、委託又は共同して実施する場合

には、実施に関する契約を締結すべきこと。 

六～二十一（略） 

二十二 助成事業者は、2030 年目標等に係る助成事業期間中に毎会計年

度、基本方針に基づき、産業構造審議会のグリーンイノベーションプロ

ジェクト部会（以下「部会」という。）の下に設置される分野別ワーキ

ンググループ（以下「ＷＧ」という。）による取組状況の確認・評価

（以下「ＷＧによる取組状況の確認等」という。）が実施されることを受

け入れること。また、ＷＧによる取組状況の確認等及びその報告を受け

た部会におけるプロジェクト中止の意見の決議を踏まえて、第 11 条の

規定にかかわらず、助成事業期間内においても、経済産業省と協議の

上、機構の判断により助成金の交付決定の内容の変更、助成事業期間の

変更又は助成事業の廃止ができるものとし、これを受け入れること。 

二十三 助成事業者は、基本方針に基づき、2030 年目標等に係る助成事

業の完了までに実施する機構による社会実装計画の審査（以下「機構に

よる社会実装計画の審査」という。）、インセンティブに係る助成事業を

開始した翌会計年度以降、毎年度実施する機構によるフォローアップ評

価（以下「機構によるフォローアップ評価」という。）により評価され

五 助成事業者は、助成事業の全部又は一部を第三者に委託し、又は第三者

と共同して実施してはならないこと。ただし、助成事業の一部につい

て、第三者と委託又は共同で実施することを交付申請書に記載し、機構

が認めた場合はこの限りでない。また、委託又は共同して実施する場合

には、実施に関する契約を締結すべきこと。 

六～二十一（略） 

二十二 助成事業者は、2030 年目標に係る助成事業期間中に毎会計年度、

基本方針に基づき、産業構造審議会のグリーンイノベーションプロジェ

クト部会（以下「部会」という。）の下に設置される分野別ワーキンググ

ループ（以下「ＷＧ」という。）による取組状況の確認・評価（以下「Ｗ

Ｇによる取組状況の確認等」という。）が実施されることを受け入れるこ

と。また、ＷＧによる取組状況の確認等及びその報告を受けた部会にお

けるプロジェクト中止の意見の決議を踏まえて、第 11条の規定にかかわ

らず、助成事業期間内においても、経済産業省と協議の上、機構の判断

により助成金の交付決定の内容の変更、助成事業期間の変更又は助成事

業の廃止ができるものとし、これを受け入れること。 

二十三 助成事業者は、基本方針に基づき、2030 年目標に係る助成事業の

完了までに実施する機構による社会実装計画の審査（以下「機構による

社会実装計画の審査」という。）、インセンティブに係る助成事業を開始

した翌会計年度以降、毎年度実施する機構によるフォローアップ評価

（以下「機構によるフォローアップ評価」という。）により評価されるこ



ることを受け入れること。 

二十四 助成事業年度の終了後５年間、追跡調査・評価、産業財産権等の

取得及び利用状況並びに事業化状況調査（以下「評価・調査等」とい

う。）に協力すること。（なお、助成事業年度の終了後５年度目の状況に

よっては、助成事業者の合意を得た上で、評価・調査等の期間を延長す

ることがある。） 

二十五（略） 

二十六 助成事業者は、この規程に規定する様式の提出を、助成金交付申

請書に定める主任研究者に委任することができること。ただし、様式第

１、様式第６、様式第７（助成金の額等及び助成期間の変更に関するも

の）及び様式第９を除く。  

二十七～三十（略） 

三十一 助成事業者は、経済産業省「公的研究費の不正な使用等への対応

に関する指針」(平成 20 年 12 月３日制定)に基づき不正な使用等（研

究資金の他の用途への使用又は本規程の内容若しくはこれらに付した条

件に違反して使用する行為及び偽りその他不正の手段により研究資金を

受給する行為。以下同じ。）の十分な抑止機能を備えた体制整備等に努

めること。 

三十二～三十三（略） 

三十四 助成事業者は、機構が助成事業に関して知り得た一切の情報につ

いて、必要に応じて経済産業省及び研究開発・社会実装計画を作成する

とを受け入れること。 

二十四 助成事業年度の終了後５年間、追跡調査・評価、産業財産権等の

取得及び利用状況並びに事業化状況調査（以下「評価・調査等」とい

う。）に協力すること。 （なお、助成事業年度の終了後５年度目の状況

によっては、助成事業者の合意を得た上で、評価・調査等の期間を延長

することがある。） 

二十五（略） 

二十六 助成事業者は、この規程に規定する様式の提出を、助成金交付申

請書に定める主任研究者に委任することができること。ただし、様式第

１，様式第６，様式第７（助成金の額等及び助成期間の変更に関するも

の）及び様式第９を除く。  

二十七～三十（略） 

三十一 助成事業者は、経済産業省「公的研究費の不正な使用等への対応

に関する指針」(平成 20 年 12 月３日制定)に基づき不正な使用等（研究

資金の他の用途への使用又は本規程の内容若しくはこれらに付した条件

に違反して使用する行為及び偽りその他不正の手段により研究資金を受

給する行為。以下同じ。) の十分な抑止機能を備えた体制整備等に努め

ること。 

三十二～三十三（略） 

三十四 助成事業者は、機構が助成事業に関して知り得た一切の情報につ

いて、必要に応じて経済産業省に対して提供することに同意すること。 



担当省庁に対して提供することに同意すること。 

三十五～三十六（略） 

２ 機構は、助成金の適正な交付を行うために必要があるときは、前項各号

に定める事項のほか、第８条第２項に規定する交付決定通知書におい

て、別途条件を定めることができる。 

 

（申請の取下げ） 

第 10条 機構は、助成金の交付の決定の通知を受けた者から前条により付

された条件のうち同条第１項第十九号に基づき取下げの届出があったと

きは、当該申請に係る助成金の交付の決定はなかったものとみなして措

置するものとする。 

 

（助成事業の内容の変更）   

第 11 条 機構は、助成事業者が次の各号のいずれかに該当するときは、様

式第７による計画変更承認申請書を提出させ、あらかじめ承認を受けさ

せるものとする。ただし、次の各号のいずれにも該当しない軽微な変更

及び第９条第１項第二号ただし書の場合については、様式第８による計

画変更届出書を提出させるものとする。 

一～二（略） 

２～３（略） 

 

 

三十五～三十六（略） 

２ 機構は、助成金の適正な交付を行うために必要があるときは、前項各号に

定める事項のほか、第８条第２項に規定する交付決定通知書において、別

途条件を定めることができる。 

 

（申請の取下げ） 

第 10条 機構は、助成金の交付の決定の通知を受けた者から前条により付さ

れた条件のうち同条第１項第十九号に基づき取下げの届出があったとき

は、当該申請に係る助成金の交付の決定はなかったものとみなして措置す

るものとする。 

 

（助成事業の内容の変更）   

第 11 条 機構は、助成事業者が次の各号のいずれかに該当するときは、様式

第７による計画変更承認申請書を提出させ、あらかじめ承認を受けさせる

ものとする。ただし、次の各号のいずれにも該当しない軽微な変更及び第

９条第１項第二号ただし書の場合については、様式第８による計画変更届

出書を提出させるものとする。 

一～二（略） 

２～３（略） 

 



（助成事業の承継） 

第 12条 機構は、助成事業者について相続、法人の合併又は分割等により

助成事業（助成事業に続く事業化等を含む。）を行う者が変更される場合

において、その変更により事業を承継する者（以下「承継事業者」とい

う。）が当該助成事業を継続して実施しようとするときは、様式第９-１

による承継承認申請書をあらかじめ機構に提出させ、承継事業者が助成

金の交付に係る変更前の助成事業を行う者の地位を承継する旨の承認を

行うことができる。 

２～４（略） 

 

（助成金の額の確定）   

第 13 条 機構は、助成事業が完了し、助成事業者から実績報告書を受理し

たときは、その内容の審査及び必要に応じて行う実地調査等により、その

報告に係る助成事業の実績が助成金の交付の決定の内容及びこれに付され

た条件に適合すると認めたときは、交付すべき助成金の額を確定し、様式

第 10による確定通知書によって当該助成事業者に通知するものとする。 

２（略） 

 

（助成金の支払） 

第 14条 機構は、前条の規定により交付すべき助成金の額を確定した後

に、助成事業者に対し、助成金を支払うものとする。ただし、必要がある

（助成事業の承継） 

第 12条 機構は、助成事業者について相続、法人の合併又は分割等により助

成事業（助成事業に続く事業化等を含む。）を行う者が変更される場合にお

いて、その変更により事業を承継する者（以下「承継事業者」という。）が

当該助成事業を継続して実施しようとするときは、様式第９-１による承継

承認申請書をあらかじめ機構に提出させ、承継事業者が助成金の交付に係

る変更前の助成事業を行う者の地位を承継する旨の承認を行うことができ

る。 

２～４（略） 

 

（助成金の額の確定）   

第 13 条 機構は、助成事業が完了し、助成事業者から実績報告書を受理した

ときは、その内容の審査及び必要に応じて行う実地調査等により、その報

告に係る助成事業の実績が助成金の交付の決定の内容及びこれに付された

条件に適合すると認めたときは、交付すべき助成金の額を確定し、様式第

10 による確定通知書によって当該助成事業者に通知するものとする。 

２（略） 

 

（助成金の支払） 

第 14条 機構は、前条の規定により交付すべき助成金の額を確定した後に、

助成事業者に対し、助成金を支払うものとする。ただし、必要があると認



と認められる場合は、概算払をすることができる。 

２ 機構は、助成事業者が助成金の支払を請求しようとするときは、様式第

11-１による助成金概算払請求書又は様式第 12 による助成金精算払請求書

を提出させるものとする。 

 

（財産の管理等）   

第 15 条 助成事業者は、当該助成事業による取得財産等について、助成事

業の完了後においても善良な管理者の注意をもって管理し、助成金の交付

の目的に従ってその効率的運用を図らなければならない。 

２～４（略） 

 

（財産の処分制限）   

第 16 条 助成事業者の取得財産等のうち処分を制限する財産は、取得価額

又は効用の増加価額が単価 50万円以上の機械及び重要な器具その他の財

産とする。 

２～４（略） 

 

（中止又は廃止の承認）   

第 17 条 機構は、助成事業者が、第 30条第５項ただし書きに定める助成事

業者の責任によらない事情があるとＷＧが認めた場合において、当該助成

事業の全部又は一部を中止し、若しくは廃止しようとするときは、助成事

められる場合は、概算払をすることができる。 

２ 機構は、助成事業者が助成金の支払を請求しようとするときは、様式第

11-１による助成金概算払請求書又は様式第 12 による助成金精算払請求書

を提出させるものとする。 

 

（財産の管理等）   

第 15 条 助成事業者は、当該助成事業による取得財産等について、助成事業

の完了後においても善良な管理者の注意をもって管理し、助成金の交付の

目的に従ってその効率的運用を図らなければならない。 

２～４（略） 

 

（財産の処分制限）  

第 16 条 助成事業者の取得財産等のうち処分を制限する財産は、取得価額又

は効用の増加価額が単価 50 万円以上の機械及び重要な器具その他の財産と

する。 

２～４（略） 

 

（中止又は廃止の承認）   

第 17 条 機構は、助成事業者が、第 28条第５項ただし書きに定める助成事業

者の責任によらない事情があるとＷＧが認めた場合において、当該助成事

業の全部又は一部を中止し、若しくは廃止しようとするときは、助成事業



業者にその承認を受けさせるものとする。  

２～３（略） 

 

（交付決定の取消） 

第 18条 機構は、次の各号のいずれかに該当するときは、第８条の規定に

よる交付の決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

 一～七（略） 

八 助成事業者が、第 28条の規定の誓約に違反したとき。  

九（略） 

十 第 23 条第３項に規定する場合において、助成事業等の全部又は一部

を継続する必要がなくなったとき。 

２～３（略） 

 

（助成金の返還等）  

第 19 条 機構は、前条の規定に基づき助成金の交付の決定を取り消した場

合において、助成事業の当該取消に係る部分に関し、既に助成金が支払わ

れているときは、期限を定めて、その返還を請求するものとする。 

２～５（略） 

 

（消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額の確定に伴う助成金の返還）   

第 20 条 助成事業者は、助成事業完了後、又は複数年度交付決定において

者にその承認を受けさせるものとする。 

２～３（略） 

 

（交付決定の取消）  

第 18 条 機構は、次の各号のいずれかに該当するときは、第８条の規定によ

る交付の決定の全部又は一部を取り消すことができる。   

一～七（略） 

八 助成事業者が、第 26条の規定の誓約に違反したとき。 

九（略） 

十 第 23 条第 3項に規定する場合において、助成事業等の全部又は一部を

継続する必要がなくなったとき。 

２～３（略） 

 

（助成金の返還等）  

第 19 条 機構は、前条の規定に基づき助成金の交付の決定を取り消した場合

において、助成事業の当該取消に係る部分に関し、既に助成金が支払われ

ているときは、期限を定めて、その返還を請求するものとする。 

２～５（略） 

 

（消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額の確定に伴う助成金の返還）   

第 20 条 助成事業者は、助成事業完了後、又は複数年度交付決定においては



は機構の会計年度終了後に、消費税及び地方消費税の申告により助成金に

係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額が確定した場合には、様式

第 19により速やかに機構に報告しなければならない。   

２～３（略） 

 

（加算金の計算）   

第 21 条 機構は、助成金が２回以上に分けて交付されている場合における

加算金の計算については、返還を請求した額に相当する助成金は、最後の

受領の日に受領したものとし、当該返還を請求した額がその日に受領した

額を超えるときは、当該返還を請求した額に達するまで順次さかのぼり、

それぞれの受領の日において受領したものとして行うものとする。   

２ 機構は、加算金を徴収する場合において、助成事業者の納付した金額が

返還を請求した助成金の額に達するまでは、その納付金額は、まず当該返

還を請求した助成金の額に充てるものとする。   

 

（延滞金の計算）   

第 22 条 機構は、延滞金を徴収する場合において、返還を請求した助成金

の未納付額の一部が納付されたときは、当該納付の日の翌日以後の期間に

係る延滞金の計算の基礎となるべき未納付額は、その納付金額を控除した

額によるものとする。   

２ 前条第２項の規定は、延滞金を徴収する場合に準用する。   

機構の会計年度終了後に、消費税及び地方消費税の申告により助成金に係

る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額が確定した場合には、様式第

19 により速やかに機構に報告しなければならない。   

２～３（略） 

 

（加算金の計算）   

第 21 条 機構は、助成金が２回以上に分けて交付されている場合における加

算金の計算については、返還を請求した額に相当する助成金は、最後の受

領の日に受領したものとし、当該返還を請求した額がその日に受領した額

を超えるときは、当該返還を請求した額に達するまで順次さかのぼり、そ

れぞれの受領の日において受領したものとして行うものとする。   

２ 機構は、加算金を徴収する場合において、助成事業者の納付した金額が返

還を請求した助成金の額に達するまでは、その納付金額は、まず当該返還

を請求した助成金の額に充てるものとする。   

 

（延滞金の計算）   

第 22 条 機構は、延滞金を徴収する場合において、返還を請求した助成金の

未納付額の一部が納付されたときは、当該納付の日の翌日以後の期間に係

る延滞金の計算の基礎となるべき未納付額は、その納付金額を控除した額

によるものとする。   

２ 前条第２項の規定は、延滞金を徴収する場合に準用する。 



 

（成果の普及及び事業化への努力）   

第 23 条 機構及び助成事業者は、助成事業による成果が生じたときはその

成果の普及及び事業化により、国内生産・雇用、輸出、内外ライセンス収

入、国内生産波及・誘発効果、国民の利便性向上等の形を通じて、我が国

の経済活性化の実現に努めるものとする。   

２～４（略） 

 

（事業化の報告）   

第 24 条 機構は、助成事業者に助成事業の完了年度の翌年度以降 5年間、

当該助成事業に係る過去１年間の事業化状況について、様式第 20 による

事業化状況報告書を提出させるものとする。 

２（略） 

 

（収益納付）   

第 25 条 機構は、前条の報告書により、助成事業者に相当の収益が生じた

と認めたときは、助成事業者に対して交付した助成金の全部又は一部に相

当する金額の納付を命ずることができる。 

２～５（略） 

 

（データマネジメント）  

 

（成果の普及及び事業化への努力）   

第 23 条 機構及び助成事業者は、助成事業による成果が生じたときはその成

果の普及及び事業化により、国内生産・雇用、輸出、内外ライセンス収

入、国内生産波及・誘発効果、国民の利便性向上等の形を通じて、我が国

の経済活性化の実現に努めるものとする。   

２～４（略） 

 

（事業化の報告）   

第 24 条 機構は、助成事業者に助成事業の完了年度の翌年度以降 5年間、当

該助成事業に係る過去１年間の事業化状況について、様式第 20による事業

化状況報告書を提出させるものとする。 

２（略） 

 

（収益納付）   

第 25 条 機構は、前条の報告書により、助成事業者に相当の収益が生じたと

認めたときは、助成事業者に対して交付した助成金の全部又は一部に相当

する金額の納付を命ずることができる。 

２～５（略） 

 

（新設） 



第 26条 助成事業者は、「公的資金による研究データの管理・利活用に関す

る基本的な考え方」（令和３年４月 27 日、統合イノベーション戦略推進会

議）及び機構が公募時等に示す情報を踏まえて、研究開発により生じたデ

ータのうち助成事業者が管理対象データとしたものについてデータマネジ

メントを行うものとする。 

 

（経済安全保障推進法に基づく特許出願の非公開） 

第 27条 助成事業者は、経済施策を一体的に講ずることによる安全保障の

確保の推進に関する法律（令和４年法律第 43 号。以下「経済安全保障推

進法」という。）第 65 条第１項に規定する助成事業者の特許出願に係る明

細書等（以下「明細書等」という。）に記載された発明について経済安全

保障推進法第 70 条第２項に規定する保全指定がされている場合、当該特

許出願に係る明細書等に記載された保全対象発明（経済安全保障推進法第

70 条第１項に規定する保全対象発明をいう。以下同じ。）の情報は、この

規程に別段の定めがある場合を除き、機構に提示しないこととする。 

２ 助成事業者は、助成事業者の特許出願に関して、その出願から経済安全

保障推進法第 66 条第１項に基づき特許庁長官により当該特許出願に係る

書類が内閣総理大臣へ送付される若しくは送付されないことが決定される

までの間、及び同法第 67条第１項に規定された保全審査が行われている

間、当該特許出願の明細書等に記載された発明に係る詳細な技術情報につ

いては、機構に提示しないこととする。ただし、当該特許出願の明細書等

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



に記載された発明が、同法第 66 条第１項に規定する特定技術分野に属さ

ないことが明らかである場合は、この限りでない。 

３ 助成事業者は、特許出願を予定している場合、当該特許出願の明細書等

に記載する発明に係る詳細な技術情報を機構に提示しないこととする。た

だし、当該発明が、同法第 66条第１項に規定する特定技術分野に属さな

いことが明らかである場合は、この限りでない。 

４ 第１項から第 3項までの規定にかかわらず、機構が助成事業の管理にお

ける必要性から保全対象発明又は詳細な技術情報の提示を求めたときは、

助成事業者は、機構が指定する方法により、当該保全対象発明の情報又は

詳細な技術情報を機構に提示するものとする。 

 

（暴力団排除に関する誓約）   

第 28 条 助成事業者は、助成金の交付の申請をするに当たって、また、助

成事業の実施期間内及び完了後においては、次に揚げる事項のいずれにも

該当しないことを確認しなければならない。  

一～四（略） 

２ 前項については、助成金の交付申請前に確認しなければならず、交付申

請書の提出をもってこれに同意したものとする。 

 

（契約の相手方の制限） 

第 29条 助成事業者は、助成事業を実施するために締結する委託、売買、

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（暴力団排除に関する誓約）   

第 26 条 助成事業者は、助成金の交付の申請をするに当たって、また、助成

事業の実施期間内及び完了後においては、次に揚げる事項のいずれにも該

当しないことを確認しなければならない。  

一～四（略） 

２ 前項については、助成金の交付申請前に確認しなければならず、交付申請

書の提出をもってこれに同意したものとする。 

 

（契約の相手方の制限） 

第 27条  助成事業者は、助成事業を実施するために締結する委託、売買、



請負その他の契約（契約金額が 100 万円未満のものを除く。）をするにあ

たり、経済産業省から補助金交付等停止措置又は指名停止措置が講じられ

ている事業者を契約の相手方としてはならない。ただし、助成事業の遂行

上、当該事業者でなければ助成事業の遂行が困難又は不適当である場合

は、機構の承認を受けて当該事業者を契約の相手方とすることができる。 

２ 機構は、助成事業者が前項の規定に違反して経済産業省からの補助金交

付等停止措置又は指名停止措置が講じられている事業者を契約の相手方と

したことを知った場合は、必要な措置を求めることができるものとし、助

成事業者は機構から求めがあった場合はその求めに応じなければならな

い。 

３（略） 

 

（改善点の指摘及び事業の廃止決定） 

第 30条 ＷＧによる取組状況の確認等の結果を踏まえて、ＷＧが経営者の

コミットメントを含めた事業推進体制が不十分であると判断した場合、Ｗ

Ｇは助成事業者に対して改善点を指摘する。 

２ 助成事業者は、ＷＧによる取組状況の確認等の実施のために、機構が別

に定めるマネジメントシートを機構の指定する期間内に機構に提出しなけ

ればならない。 

３ 機構は、ＷＧにより第１項に規定する改善点の指摘がなされた場合、速

やかに、助成事業者に対し必要な指示とともに当該改善点を通知するもの

請負その他の契約（契約金額が 100 万円未満のものを除く。）をするにあた

り、経済産業省から補助金交付等停止措置又は指名停止措置が講じられて

いる事業者を契約の相手方としてはならない。ただし、助成事業の遂行

上、当該事業者でなければ助成事業の遂行が困難又は不適当である場合

は、機構の承認を受けて当該事業者を契約の相手方とすることができる。 

２ 機構は、助成事業者が前項の規定に違反して経済産業省からの補助金交付

等停止措置又は指名停止措置が講じられている事業者を契約の相手方とし

たことを知った場合は、必要な措置を求めることができるものとし、助成

事業者は機構から求めがあった場合はその求めに応じなければならない。 

 

３（略） 

 

（改善点の指摘及び事業の廃止決定） 

第 28条 ＷＧによる取組状況の確認等の結果を踏まえて、ＷＧが経営者のコ

ミットメントを含めた事業推進体制が不十分であると判断した場合、ＷＧ

は助成事業者に対して改善点を指摘する。 

２ 助成事業者は、ＷＧによる取組状況の確認等の実施のために、機構が別に

定めるマネジメントシートを機構の指定する期間内に機構に提出しなけれ

ばならない。 

３ 機構は、ＷＧにより第１項に規定する改善点の指摘がなされた場合、速や

かに、助成事業者に対し必要な指示とともに当該改善点を通知するものと



とする。 

４ 機構は、前項の改善点の通知を受けた助成事業者に対して、改善点の通

知日以降の助成事業に要する経費に係る第 14 条第１項ただし書きに定め

る概算払をしないものとする。ただし、改善点の通知日以降のＷＧによる

取組状況の確認等において十分な対応が見られたときは、この限りでな

い。 

５ 改善点の通知日以降のＷＧによる取組状況の確認等により十分な対応が

見られない場合には、ＷＧは事業の中止に係る意見を決議し、部会の最終

決定を経て、経済産業省と協議の上、機構が助成事業の全体又は一部の廃

止を決定する。ただし、機構は、技術潮流や国内外の競争環境の著しい変

化、研究開発期間中の著しい経済情勢の変動、天災地変その他不可抗力

（感染症の拡大、紛争等）又は助成事業開始時点で予見することのできな

い事由等であって助成事業者の責任によらない事情があるとＷＧが認めた

場合については、助成事業者の希望に基づき、ＷＧによる助成事業者に対

する改善点の指摘及び事業の廃止に係る意見を経ることなく、経済産業省

と協議の上、事業を廃止できる。 

６（略） 

７ 事業廃止通知がなされた場合における第 13条に規定する助成金の額と

は、機構が、年度毎に交付の決定を行った助成金の額と、第 13条第１項

の規定による実績報告書の助成対象費用（費目ごとに配分された流用後の

限度額と、交付決定通知日から改善点の通知日までの実支出額からその他

する。 

４ 機構は、前項の改善点の通知を受けた助成事業者に対して、改善点の通知

日以降の助成事業に要する経費に係る第 14条第１項ただし書きに定める概

算払をしないものとする。ただし、改善点の通知日以降のＷＧによる取組

状況の確認等において十分な対応が見られたときは、この限りでない。 

 

５ 改善点の通知日以降のＷＧによる取組状況の確認等により十分な対応が見

られない場合には、ＷＧは事業の中止に係る意見を決議し、部会の最終決

定を経て、経済産業省と協議の上、機構が助成事業の全体又は一部の廃止

を決定する。ただし、機構は、技術潮流や国内外の競争環境の著しい変

化、研究開発期間中の著しい経済情勢の変動、天災地変その他不可抗力

（感染症の拡大、紛争等）又は助成事業開始時点で予見することのできない

事由等であって助成事業者の責任によらない事情があるとＷＧが認めた場

合については、助成事業者の希望に基づき、ＷＧによる助成事業者に対す

る改善点の指摘及び事業の廃止に係る意見を経ることなく、経済産業省と

協議の上、事業を廃止できる。 

６（略） 

７ 事業廃止通知がなされた場合における第 13 条に規定する助成金の額と

は、機構が、年度毎に交付の決定を行った助成金の額と、第 13条第１項の

規定による実績報告書の助成対象費用（費目ごとに配分された流用後の限

度額と、交付決定通知日から改善点の通知日までの実支出額からその他の



の収入を控除した額のいずれか低い額）の合計額に補助率を乗じて得た額

（機構が定額助成と定めた費用はその金額以内の実支出額）のいずれか低

い額とする。 

８ 第 19 条第２項から第５項までの規定は、概算払の額が前項の助成金の

額を超える場合に準用する。 

 

（インセンティブに係る助成事業） 

第 31条 助成事業者は、機構による社会実装計画の審査及び機構によるフ

ォローアップ評価の実施のために、機構が別に定める社会実装計画を機構

の指定する期間内に機構に提出しなければならない。 

２ 機構は、野心的な研究開発・社会実装の継続に対するコミットメントを

高める観点から、2030 年目標等に係る助成事業終了時点における目標の

達成度に国費負担額を連動させるインセンティブ措置を講じることとし、

その手段として機構による社会実装計画の審査や WG での議論の結果等を

踏まえ、あらかじめ定めた限度額の範囲内で、助成事業者に対してインセ

ンティブ額を交付することができる。 

 

 

３ 前項に規定するインセンティブ額は、目標達成インセンティブ額に、前

倒しインセンティブ額を加えて得た額とする。ただし、研究開発・社会実

装計画において前倒しインセンティブ措置を講じることの記載がない場合

収入を控除した額のいずれか低い額）の合計額に補助率を乗じて得た額

（機構が定額助成と定めた費用はその金額以内の実支出額）のいずれか低い

額とする。 

８ 第 19 条第２項から第５項までの規定は、概算払の額が前項の助成金の額

を超える場合に準用する。 

 

（インセンティブに係る助成事業） 

第 29条 助成事業者は、機構による社会実装計画の審査及び機構によるフォ

ローアップ評価の実施のために、機構が別に定める社会実装計画を機構の

指定する期間内に機構に提出しなければならない。 

２ 機構は、野心的な研究開発・社会実装の継続に対するコミットメントを高

める観点から、2030 年目標に係る助成事業終了時点における目標の達成度

に国費負担額を連動させるインセンティブ措置を講じることとし、その手

段として機構による社会実装計画の審査や WG での議論の結果等を踏まえ、

あらかじめ定めた限度額の範囲内で、助成事業者に対してインセンティブ

額（助成対象費用の総額に研究開発・社会実装計画に記載するインセンテ

ィブ率を乗じた額に目標の達成度に応じた係数を乗じた金額）を交付する

ことができる。 

（新設） 

 

 



には、インセンティブ額は目標達成インセンティブ額とする。 

４ 前項に規定する目標達成インセンティブ額は、助成対象費用の総額に目

標達成インセンティブ率（研究開発・社会実装計画に記載された、目標の

達成に係るインセンティブ率をいう。以下同じ）及び目標達成度係数（目

標の達成度に応じた係数をいう。以下同じ）を順次乗じて得た額とする。 

５ 第３項に規定する前倒しインセンティブ額は、助成対象費用の総額に前

倒しインセンティブ率（研究開発・社会実装計画に記載された、前倒しに

係るインセンティブ率をいう。以下同じ）及び目標達成度・前倒し達成困

難度係数（目標の達成度や前倒し達成の困難度等に応じた係数をいう。以

下同じ。）を順次乗じて得た額とする。ただし、前倒しインセンティブ額

の上限は、助成事業開始時に計画した 2030 年目標等に係る助成事業期間

全体の助成金の額から第 13 条の確定額を減じて得た額とする。 

６ 機構は、第２項の審査の結果について、助成事業者に通知し、助成事業

者に対して交付申請書を機構が別に定める期日までに提出させるものとす

る。 

７ インセンティブに係る助成事業について、助成事業期間は３年間、助成

事業の総費用は 2030 年目標等に係る助成事業の助成対象費用の総額と

し、補助率は目標達成インセンティブ率に目標達成度係数を乗じた割合

に、前倒しインセンティブ率に目標達成度・前倒し達成困難度係数を乗じ

て得た割合を加えて得た割合とする。なお、研究開発・社会実装計画にお

いて前倒しインセンティブ措置を講じることの記載が無い場合には、補助

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 機構は、前項の審査の結果について、助成事業者に通知し、助成事業者に

対して交付申請書を機構が別に定める期日までに提出させるものとする。 

 

４ インセンティブに係る助成事業について、助成事業期間は３年間、助成事

業の総費用は 2030 年目標に係る助成事業の助成対象費用の総額とし、補助

率は研究開発・社会実装計画に記載するインセンティブ率に目標の達成度

に応じた係数を乗じた割合とする。 

 

 



率は目標達成インセンティブ率に目標達成度係数を乗じて得た割合とす

る。 

８ 機構は、機構によるフォローアップ評価の結果を踏まえて、助成事業の

廃止を決定したときは、助成事業者に前項の交付の決定に対する当該助成

事業の廃止を通知するために、第 11 条の規定にかかわらず、廃止の通知

日までを助成事業期間とする様式第２による交付決定通知を助成事業者に

通知する。 

９ 前項の当該助成事業の廃止の通知を受けた場合、又はインセンティブに

係る助成事業完了年度の翌年度のフォローアップ評価の結果にて社会実装

計画の指標が未達であると確認された場合における第 13 条に規定する助

成金の額とは、インセンティブ額からインセンティブの返還額を減じた額

とする。なお、インセンティブの返還額とは、インセンティブ額に係数

（（４－（（廃止の通知日が属する会計年度）又は（助成事業完了年度の翌

会計年度）－（インセンティブに係る助成事業の開始日が属する会計年

度）＝（１～３））／３）を乗じた額とする。 

10 第 19 条第２項から第５項までの規定は、概算払の額が前項の助成金の

額を超える場合に準用する。 

 

（適用の除外）   

第 32 条 インセンティブに係る助成事業については、第９条第１項第十六

号及び第二十四号、第 17条、第 23条第２項及び第３項は適用しない。 

 

 

５ 機構は、機構によるフォローアップ評価の結果を踏まえて、助成事業の廃

止を決定したときは、助成事業者に前項の交付の決定に対する当該助成事

業の廃止を通知するために、第 11条の規定にかかわらず、廃止の通知日ま

でを助成事業期間とする様式第２による交付決定通知を助成事業者に通知

する。 

６ 前項の当該助成事業の廃止の通知を受けた場合における第 13条に規定す

る助成金の額とは、インセンティブ額からインセンティブの返還額を減じ

た額とする。なお、インセンティブの返還額とは、インセンティブ額に係

数（（４－（（廃止の通知日が属する会計年度）－（インセンティブに係る

助成事業の開始日が属する会計年度）＝（１～３））／３）を乗じた額とす

る。 

 

 

７ 第 19 条第２項から第５項までの規定は、概算払の額が前項の助成金の額

を超える場合に準用する。 

 

（適用の除外）   

第 30 条 インセンティブに係る助成事業については、第９条第１項第十六号

及び第二十四号、第 17条、第 23 条第 2項及び 3項は適用しない。 



 

（その他必要な事項） 

第 33条 この規程に定めるもののほか、助成金の交付に関し必要な事項

は、機構が別にこれを定める。   

 

附 則（2024 年３月 31日 2023 年度規程第 36号） 

１．この規程は、2024 年４月１日から実施する。 

２．ただし、第 26条の改正規定は、2024 年４月１日以後に交付決定（変更

交付決定を除く。）を行う事業について適用する。 

 

別記１～別記２（略） 

 

 

 

 

 

（その他必要な事項） 

第 31条 この規程に定めるもののほか、助成金の交付に関し必要な事項は、

機構が別にこれを定める。   

 

 

 

 

 

 

別記１～別記２（略） 

 

 

 

 



  



 

 



  



 

様式第１ 

別紙１ 「（２）助成先における研究体制」及び「（４）委員会等におけ

る外部からの指導又は協力者」（略） 

 

様式第１ 

別紙１ 「（２）助成先における研究体制」及び「（４）委員会等におけ

る外部からの指導又は協力者」（略） 

 



 

様式第１ 

別紙２（略） 

 

 

様式第１ 

別紙２（略） 

 



  



  



  



 
 



  



  



 



様式第３～第１１－１（略）

 

 

様式第１２～第２１（略） 

様式第３～第１１－１（略）

 

 

様式第１２～第２１（略） 

 


